
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010900020101 事務事業名 行政改革総務管理事務事業
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 木野田　隆

### 施策名 02 信頼される行政経営の推進 グループ 行革推進グループ

### 基本事業名 02 効果的で効率的な組織・機構・業務の構築 内線番号 1462

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 企画調整費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

課内の事務事業数 数 4 4 4 3 3

先進地視察の件数 回 3 3 1 3 3

回 8,883 9,000 6,936 8,000 8,500

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

課内の各種業務

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

円滑に実施される

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,981 2,090 2,081 2,088 2,088

千円 1,981 2,090 2,081 2,088 2,088

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 1,981 2,090 2,081 2,088 2,088

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

①行政改革推進課の運営に必要な消耗品等の調達等を行う。
・各種消耗品の購入（トナー、用紙、コピー代等）
・返信用切手の購入（行政改革推進委員会や外部評価委員会等で使用）
・特命旅費の支給（市の行政改革に資するため、先進地視察に伴う旅費等）
②課内の他の事務事業に属さない事務を行う。
・iＪＡＭＰ（政策立案の際に参考とする専門情報）、４７行政ジャーナル（行政情報提供サービス）の契約
・地方行財政調査会（行政施策上の諸課題等を調査及び情報提供を行っている。）への加入

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ 47行政ジャーナルログイン回数

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
効果的、効率的な行政サービスを提供
できる

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

霧島市経営健全化推進計画（第２次／改定版）
（平成26 年12 月策定）において、持続可能な
健全財政を確立するため歳出削減に関する取
組を全庁的に推進する必要があるとされ、その
中で、需用費や役務費については常にコストを
意識し、不要不急な物品の購入や電気・電話・
水道の浪費等を厳に慎むこことで節減に努め、
また、ランニングコスト縮減に資する機器の導入
等を検討し、維持管理費の縮減に努めることとさ
れている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

①行政改革推進課の運営に必要な消耗品等の調達等
・各種消耗品の購入　190,268円
・返信用切手の購入　820円
・特命旅費の支給　196,680円
②課内の他の事務事業に属さない事務
・県下19市事務改善担当者会議への参加　
・iＪＡＭＰ、47行政ジャーナル（行政情報提供サービス）の契約　
1,425,600円
・地方行財政調査会への加入　267,360円

①行政改革推進課の運営に必要な消耗品等の調達等を行うことで、行
政改革推進課の事務を行う環境が整った。
②課内の他の事務事業に属さない事務を行った
・県下19市事務改善担当者会議に参加し、他市と情報交換をすることで
、事務改善に関する課題や認識を共有することができた。　
・iＪＡＭＰ、４７行政ジャーナル（行政情報提供サービス）により、国の動向
や他自治体の先進事例などの情報を収集することができた。
・地方行財政調査会への加入により、調査会による全国規模の各種調査
結果の情報提供を受けることができた。



0102010900020101 行政改革総務管理事務事業
企画部

行政改革推進課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

☐

■

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・コスト縮小 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

・裏紙利用の徹底により、更なる消耗品費の削減が図られる。
・iＪＡＭＰ契約金や地方行財政調査会負担金については、これま
でも値下げ交渉をしてきたが、今後も引き続き交渉していく。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

・消耗品費や各種契約など差引業務であり、必要最低限の人件費
（述べ作業時間）となっているため、これ以上の削減余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・用紙等、必要な消耗品をまとめて購入することで、１つ当たりの購入単価を下げる。
・裏紙利用の徹底により、更なる消耗品費の削減を図る。
・iＪＡＭＰ契約金や地方行財政調査会負担金については、今後も引き続き交渉していく。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

　行政改革推進課の運営に必要な消耗品等の調達や、情報収集等を行うための環境を整えるために必要な経費等
○主な経費
使用料及び賃借料、需用費、旅費

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010900020101 行政改革総務管理事務事業
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 197 250 250

10 0 0

11 190 201 201

190 201 201

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 1 3 3

1 3 3

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 1,426 1,426 1,426

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 267 208 208

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,081 2,088 2,088

0 0

0 0

0 0

0 0

2,081 2,088 2,088

計 2,081 2,088 2,088

当初予算 2,090 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 60 0

予算合計 2,150 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010907020103 事務事業名 行政評価推進事業
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 木野田　隆

### 施策名 02 信頼される行政経営の推進 グループ 行革推進グループ

### 基本事業名 01 市の担うべき役割の重点化 内線番号 1462

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 18 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 企画調整費 根拠法令・条例等 霧島市行政評価実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

評価を行った事務事業数 事務事業 615 951 945 950 950

事務事業 74 90 29 50 50

外部評価を行った事務事業数 事務事業 9 9 9 3 3

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市が行っている事務事業・施策 事務事業数（一般会計） 事務事業 1,001 990 1,005 995 980

職員 職員数 人 1,153 1,141 1,136 1,129 1,119

市民 人口 人 126,773 129,360 126,962 129,679 130,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

改革改善される 事務事業 65 70 63 70 75

％ 82 85 75 85 90

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

廃止・統合された事務事業の数（累計） 事業数 33 37 37 39 41

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 593 686 232 317 0

千円 593 686 232 317 0

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 593 686 232 317 0

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　本市は、事務事業や総合計画の施策・基本事業を評価した結果を、総合計画の進行管理や次年度の予算編成、事務事業の改革・改善に活用す
ることで、計画・評価・予算が連動した行政経営を目指しており、行政評価はその前提となるものである。
※行政評価・・・自治体が「政策・施策・事務事業」について、成果指標等を用いて有効性や効率性を評価すること。
　・施策評価・・・施策の目的（対象・意図）や方針に対して定めている目標値に対して、毎年度どの程度達成できたのかを評価すること。
　・事務事業評価・・・事務事業を政策体系と照らし合わせながら、事業の目的（対象・意図・結果）や実績（成果）等を「目的妥当性」「有効性」「効率
性」「公平性」の４つの視点で評価し、今後の事業の方向性（改革・改善案）を見出すこと。
　・外部評価・・・行政評価において、評価の客観性を確保し、透明性を高めること。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ 2次評価を行った事務事業数

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
事務事業の評価結果を改革改善に生かして
いる職員の割合（職員アンケート調査）

イ
政策体系にもとづいた目的意識・成果
志向による業務を行う

目的意識・成果志向による業務を行っている
職員の割合（職員アンケート調査）

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
行政の担うべき役割分担に基づき重
点化される

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　行政評価は旧国分市が平成１４年度から取り
組んでいたが、合併調整の中で新市発足後も
引き続き取り組むこととされた。
　平成２７年３月議会において、外部評価を受け
た事務事業振返りシートに、その対応、改善等
の記述がないとの一般質問が出された。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・事務事業評価＜１次評価＞（H２７年４月～６月）９４５事務事業評価
・施策評価（H２７年６月～７月）２９施策評価
・事務事業評価＜２次評価＞（H２７年６月、７月）２９事務事業
・事務事業振返りシート点検会（H２７年７月、８月）１４９名参加
・施策優先度評価（H２７.８月）
・外部評価（H２７.６月～H２８.１月）計８回開催
・事務事業評価表公表（平成２８年１月）
・事務事業振返りシート説明会（Ｈ２８年２月、３月）３３０名出席

　事務事業振返りシートの理解を深め、また市民目線で客観的評価等が
実施されているかなどを確認するため、行政改革推進課主導で事務事
業振返りシートの点検会を実施した。その後のアンケート結果では、回答
者の91.2％から「事務事業振返りシートに関する理解が深まった。」との
回答があった。
　また、事務事業振返りシートに対する考え方や記入方法等の理解を促
すため、当該シートを作成する直前に説明会を実施した。その後のアン
ケート結果では、回答者の87.6％から「（事務事業振返りシートに対する）
理解が深まった。」との回答があった。

※平成28年度から行政改革推進委員会運営事業に統合した。



0102010907020103 行政評価推進事業
企画部

行政改革推進課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 行政改革推進委員会運営事業

☐

☐

■

⑥

☐

■

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　職員が、政策体系に基づき、目的意識を持って成果志向に取り
組むことで、市が実施している事務事業・施策が改革・改善される
ことは、市の業務が行政の担うべき役割分担に基づき重点化され
ることに結びつく。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　市が実施する事務事業が、「第一次霧島市総合計画」の施策の
課題解決につながるのか、成果はどうなのか、効率性や公平性は
どうなのか等を評価することは、市が行うべき役割である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　事務事業の説明会や点検会を行うことで、事務事業振返りシート
の必要性を理解していただき、その有効的な活用を促すことが可
能である。また、職員研修等を開催することにより、職員の意識向
上を図ることも可能である。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　市の施策及び事務事業を評価する手段は本事務事業以外には
なく、廃止をすれば「第一次霧島市総合計画」の進行管理や、事
務事業を振り返って業務等の改革改善へ繋げる手段がなくなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 　行政改革の推進を目的とする霧島市行政改革推進委員会運営
事業の中で、行政評価の推進はもとより、市が行っている事務事
業について各種提言等をいただきながら、当該事業の目的を達成
することも可能であり、統合することができる。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　霧島市行政改革推進委員会と統合することで、委員会の開催数
を見直すことで事業費の削減は可能である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　事務事業振返りシートに係る各段階の取りまとめ等に相当の時
間を要しているが、同シートの行政評価システム一括登録など、当
該システムの改善等を図ることで人件費の削減は可能である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　事務事業振返りシートの公表に当たっては、ホームページ上で
の公表に加え、国分庁舎情報コーナーにも配架し、広く周知でき
るよう努めている。
　また、当該事業は、市民に負担を求める類の事務事業ではない
。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010907020103 行政評価推進事業
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 218 300

9 14 17

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

232 317 0

0 0

0 0

0 0

0 0

232 317 0

計 232 317 0

当初予算 686 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 242 0

▲ 242 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 40 0

予算合計 404 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第5号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010907020104 事務事業名 指定管理者制度導入事務
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 木野田　隆

### 施策名 02 信頼される行政経営の推進 グループ 行革推進グループ

### 基本事業名 01 市の担うべき役割の重点化 内線番号 1461

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 18 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 企画調整費 根拠法令・条例等 地方自治法、施設に係る指定管理者の指定手続に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

公募により指定する施設 施設 65 31 31 8 3

直接指定する施設 施設 2 40 41 1 0

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

公の施設 公の施設数（４月１日現在） 施設 755 755 755 749 749

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

経費節減を図る 年間削減効果額 千円 52,189 52,500 40,433 40,433 40,433

市民サービスの向上を図る ％ 63 65 60 63 65

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

施設 159 162 164 168 168

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 841 329 337 311 311

千円 841 329 337 311 311

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 841 329 337 311 311

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

指定管理者制度の導入・運用などについて、制度全体の統括を行う。
【公募】
①施設所管課が公募施設を決定
②選定委員会を開催（選定の際に、各応募者の経営診断を税理士に委託）
③議会の議決を経て指定管理者を指定
【モニタリング】
①各施設所管課による年度モニタリング（毎年度の振り返り）
②施設所管部による指定管理者総合評価（指定期間全体の振り返り）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ
利用者アンケートの満足、やや満足の割合（
公募施設・共通項目の平均）

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
行政の担うべき役割分担に基づき重
点化される。

民間への委託等を行った施設の数（指定管
理者・累計）

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

・施設内の桜にてんぐ巣病の発生が見られ、そ
の対応が課題となっている。
・指定管理候補者選定委員会の結果に対する
疑義により、指定議案が否決されるケースがある
。
・平成27年３月30日監委第190号「公の施設の
指定管理者の監査結果に関する報告について
」のなかで「施設所管課が行う年度モニタリング
については、事業報告書（収支決算書）と指定
管理者の会計帳簿や財務諸表等との精査が不
十分な部分があったので、これらの関係書類の
精査が徹底されるよう」との指摘があった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

・平成27年度に公募した施設：3区分41施設
・応募団体：7団体
・指定管理候補者選定委員会開催　3回（８月）
　外部委員4人×３回（現地視察、ヒアリング、選定）
　　　報償費　54,000円（4,500円×４人×３回）
　　　費用弁償　2,664円（交通費）
・指定管理候補申請事業者経営分析業務委託　
　　　7社分　委託料　280,000円（１社当たり40,000円）

・隼人地区等の都市公園、浜之市ふれあいセンター、国分海浜公園等の
３区分の公募事務を行った。本年から、選定の際、施設担当課長を選定
委員のメンバーに加えることで、施設担当課の意見を直接選定に反映し
、より実現性の高い計画を提案する事業者を選定することにつながった。



0102010907020104 指定管理者制度導入事務
企画部

行政改革推進課

理　由

①

■

☐

☐

②
市が設置した施設に市が関与することは、妥当である。

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
公の施設に指定管理者制度を導入することで、経費節減や市民
サービスの向上が図られ、行政の担うべき役割分担が重点化され
るため、結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
・「市民サービスの向上」については、モニタリングの徹底、指定管
理者への助言・指導により、満足度向上の余地がある。
・「経費節減」については、指定管理者制度導入により、一定の削
減効果が図られているが、これ以上削減すると、施設の安全管理
や満足度の低下、公募時に応募する団体の減少も懸念され、更
なる経費節減は難しい。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
指定管理者制度を導入せず、直営することとなると、職員数がこれ
まで以上に必要となる。また、民間のノウハウを生かしたサービス
の提供も図られているため、サービスが低下する可能性もある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

経営診断の税理士への委託について、財政負担が大きいが、経営診
断には、専門的な知識やノウハウが必要であり、委託せざるを得ない。
また、税理士の通常の経営診断は１件当たり５万円であるが、税理士
会との交渉で４万円としていただいていることなどを踏まえ、これ以上の
削減は難しい。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

基準価格の見積作業で、エクセル関数を活用することにより、手作業
による数字の転記などの作業時間を減らすことができる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

・本事業の対象となる公の施設の利用についての受益機会は均等で
ある。
・本事業の対象となる公の施設の利用料金については、受益者負担を
考慮した利用料金制度となっているため、概ね公平・公正である。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成28年度は、牧園横川地区し尿処理場、丸岡公園、霧島緑の村の３区分の公募を予定している。
性質の異なる施設が混在しているため、選定委員会の外部委員の選任（４人）に当たっては、それぞれの施設に関して識見を有
する委員をバランスよく選任する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

平成29年度は、黒石岳森林公園、市民会館、南部し尿処理場の3施設を公募予定である。
性質の異なる施設が混在しているため、選定委員会の外部委員の選任（４人）に当たっては、それぞれの施設に関して識見を有
する委員をバランスよく選任する必要がある。
予算に関しては、平成28年度と同額となる。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010907020104 指定管理者制度導入事務
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 54 54 54

9 3 13 13

10 0 0

11 0 4 4

0 0

0 0

0 4 4

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 280 240 240

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

337 311 311

0

0

0

0

337 311 311

計 337 311 311

当初予算 329 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 40 0

予算合計 369 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010907020201 事務事業名 行政改革推進委員会運営事業
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 木野田　隆

### 施策名 02 信頼される行政経営の推進 グループ 行革推進グループ

### 基本事業名 02 効果的で効率的な組織・機構、業務の構築 内線番号 1462

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 09 企画調整費 根拠法令・条例等 霧島市行政改革推進委員会設置規則

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

行政改革推進委員会の開催数 回 2 1 1 3 3

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

集中的に取り組む事項 集中改革プランの取組件数 件 82 82 82 82 82

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

達成・終了する ％ 51.2 63.4 61.5 74.7 90.4

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

％ 53.9 61.0 53.2 64.0 66.0

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 78 170 52 116 348

千円 78 170 52 116 348

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 78 170 52 116 348

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

集中改革プラン（第２次/改定版）

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　本市の行政改革を着実に推進するため、平成18年３月から霧島市行政改革推進委員会を設置・運営している。
　当委員会は、本市の行政改革の推進に関する調査、研究及び提言を行うことを役割としており、「霧島市行政改革大綱（第２次/改定版）」及び「霧
島市集中改革プラン（第２次/改定版）」（以下「大綱等」といいます。）の進行管理に対する提言をはじめ、行政改革全般に関する案件を協議するた
め、年に１回以上開催をしている。委員（任期は２年）は､学識経験者２名、住民代表２名、公募２名、商工業関係、労働関係団体、市民団体、女性
代表の合計１０名以内で構成されている。
※霧島市行政改革大綱…各種行政課題を解決するため、霧島市のあるべき姿を指針として策定したもの。
※霧島市集中改革プラン…「霧島市行政改革大綱」の基本方針を実行するため、集中的に取り組むべき事項について具体的な目標、計画を掲げ
、市民の皆様に分かりやすい形で表したもの。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア 進捗の割合（達成・終了/計画数）

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
効果的・効率的な行政サービスが提供
できる。

迅速で的確な行政サービスが提供されてい
ると思う市民の割合

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成17年3月29日、総務省から、「行政改革大
綱」とその大綱の具体的な取組を住民に分かり
やすく明示した計画「集中改革プラン」を策定し
公表するよう定めた『地方公共団体における行
政改革の推進のための新たな指針』が示された
。それに基づき「霧島市行政改革大綱」、「霧島
市集中改革プラン」を策定した。　
　現在は、「霧島市行政改革大綱（第２次/改定
版）」（平成26年10月）、「霧島市集中改革プラン
（第２次/改定版）」（平成27年２月）について審
議を行っている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成27年７月23日に行政改革推進委員会を開催
霧島市集中改革プラン（第２次／改定版）（以下「プラン」といいます。）の
取組状況についての審議等を行った。
（平成25年度実績）
・平成26年７月時点のプラン：69件中33件終了・達成
（平成26年度実績）
・平成27年７月時点のプラン：82件中42件終了・達成
（平成27年度実績）
・平成28年７月時点のプラン：83件中51件終了・達成

　霧島市行政改革推進委員会において提言等をいただきながら、プラン
の各項目で目標達成に向けた取組を行うことができた。
　その結果、プランの進捗率は10.3ポイント上昇し（達成・終了件数は９件
増加）、課題の解決や事務の改善等を進めることができた。

※平成28年度から行政評価推進事業を統合する。



0102010907020201 行政改革推進委員会運営事業
企画部

行政改革推進課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 行政評価推進事業

☐

☐

■

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善・コスト縮小 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　本市が集中的に取り組む事項が達成・終了することは、効果的・
効率的な行政サービスを提供できることに繋がることから結びつい
ている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　大綱等の進行管理をすることは必要であり、その際、庁内の会議
だけではなく、市民等で構成される霧島市行政改革推進委員の
提言等を得ることは、市民等の意見を収集できることに加え、行政
内部だけの視点よる改革を避ける面からも妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　大綱等の計画期間は平成29年度までとなっており、その達成等
の状況についても61.5%であることから、行政改革推進委員会から
の提言等を得ることで、この割合を高めていく余地は十分にある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　大綱等の進行管理を庁内の会議のみに委ねることは、市民等の
意見を収集できる機会を失うことに加え、行政に偏った視点による
判断等を招くおそれがあるため、本事務事業を廃止・休止すること
は影響が大きい。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない 　行政改革の推進を目的とする霧島市行政改革推進委員会運営
事業の中で、行政評価の推進はもとより、市が行っている事務事
業について各種提言等いただくことで、当該事業の目的を達成す
ることも可能であり、統合することができる。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費は、行政改革推進委員会を開催するために必要最小限
の報償費と旅費（費用弁償）のみであるため削減の余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　行政改革推進委員会は適期に開催しており、かつその準備に
ついても効率的に行っている。
　一方、委員の選定事務に係る事務は、その任期（現行は２年）を
見直すことにより複数年度単位での作業量は削減可能である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　行政改革の推進を図ることは市民全体に還元されることである。
　また、当該事業は、市民に負担を求める類の事務事業ではない
。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・「霧島市附属機関等の設置等に関する方針」第３条第２項に基づき、①目的の類似性、②委員構成の類似性及び③事務の効率
化の観点から、『霧島市行政評価外部評価委員会』を霧島市行政改革推進委員会に統合する。
・行政改革推進委員会の委員改選に当たっては、上記の観点も踏まえた上で委員構成を行う。
・事務事業振返りシートの精度が高まるよう、希望する課等（職員）を対象に点検会を実施する。また、多くの職員に理解が得られ
るよう、（点検会の）対象者の立場・レベルに合わせた説明会を実施する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

　本市の行政改革を着実に推進するために霧島市行政改革推進委員会を設置・運営するための経費
　〇委員の報償費、費用弁償

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010907020201 行政改革推進委員会運営事業
担当部 企画部

担当課 行政改革推進課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 46 102 306

9 6 14 42

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

52 116 348

0

0

0

0

52 116 348

計 52 116 348

当初予算 170 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 170 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む
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